
様式第２号（第４条関係）

商号又は名称

年 月
年 月

×100＝ ％

　(①＋②)÷２  ※事業を継続している期間が

自 年 月 自 年 月 　　２事業年度未満の場合は
②のみ記載のこと。

至 年 月 至 年 月

　　備考
　　１　従業員数は、申請日現在で雇用されている全ての職員について記載してください。
　　２　組織の変更があった場合（個人事業から法人に移行した場合、又は他の企業を吸収合併した場合等）は、移行前の個人事業、吸収前の

　 実績を記載してください。

資　格　審　査　調　書

従
　
業
　
員
　
数

技術関係職員 人
営
　
業
　
年
　
数

創　　業　　年
明・大・昭・平

年 流　動　比　率

事務関係職員 人 現組織への変更年
明・大・昭・平

年
流動資産 千円

その他の職員 人
営業の休止・停止期間

から

計 人
まで

（うち常時雇用者） （人） 営　業　年　数

千円

流動負債 千円

年

製
造
又
は
販
売
の
金
額

直前２年の事業年度 ① 直前１年の事業年度 ② 年間平均実績高

千円千円


